
　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　の　開　廃　等　の　届　出　書

事業者コード 事務所コード 処理区分 予　　　　備 整理番号

受　付　印
令和 年 月 日

異動年月日

　（あて先）
　 秋田県総合県税事務所長　　

区　分 元 ・ 特 ・ 販 ・ 製

個人番号又は
法　人　番　号

（右詰で記載）

フ　リ　ガ　ナ

氏　 　　　　名
又　は　名　称

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

（電話 ）

下記のとおり地方税法
第144条の３４第１項
第144条の３４第3項

の規定により届け出ます。

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

（電話 ）

開　　　始　　　年　　　月　　　日 廃　　　止　　　年　　　月　　　日

令和 年 月 日 令和 年 月 日

　　　　　　　　　　　　　休　　　　　止　　　　　　期　　　　　間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

上記の事務所又は事業所の営業区域

その他参考となるべき事項

異 動 年 月 日 令和 年 月 日

第
十
六
号
の
三
十
五
様
式

（
提
出
用

）

※
処
理
事
項

元売業者、特約業
者、石油製品販売
業者又は軽油製造
業者等 法人にあっては

代表者の氏名

住　　　    　所
又 は 所 在 地

事
務
所
又
は
事
業
所

名　　　　　称

所　 在　 地

事 業 の 開 始 、
廃 止 又 は 休 止
の 年 月 日 等

事 業 の 廃 止 又
は 休 止 の 理 由



第16号の35様式記載要領
　　１　 この届出書は、地方税法（以下「法」という。）第１４４条の34第 1 項又は第 3 項の規定
　　　により事業の開始、廃止若しくは休止又はその異動の届出をする場合に使用すること。
　　２　 この届出書は、事務所又は事業所ごとに作成して、主たる事務所又は事業所所在地
　　　の道府県知事に（元売業者にあっては、当該道府県知事を経由して総務大臣に） １通
　　　提出すること。
　　３　 ※印の欄は、記載しないこと。
　　４　 「区分」欄は、元売業者にあっては「元」、特約業者にあっては「特」、石油製品販売業
　　　者にあっては「販」、軽油製造業者等にあっては「製」を丸印で囲むこと。
　　５　 「個人番号又は法人番号」欄には、元売業者、特約業者、石油製品販売業者又は軽
　　　油製造業者等の個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
　　　用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番
　　　号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。「個人番号又は法人番
　　　号」欄に個人番号を記載する場合には、左側を １ 文字空けて記載すること。
　　６　 「上記の事務所又は事業所の営業区域」欄は、事業の開始、廃止又は休止に係る事
　　　務所又は事業所の営業区域に係る道府県名を記載すること。
　　７　 法第144条の34第 3 項の規定により異動の届出をする場合には、異動事項について
　　　その内容を記載するとともに、「その他参考となるべき事項」欄に当該異動事項に係る異
　　　動前の内容を記載すること。



　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　の　開　廃　等　の　届　出　書　（　控　）

事業者コード 事務所コード 処理区分 予　　　　備 整理番号

受　付　印
令和 年 月 日

異動年月日

　（あて先）
　 秋田県総合県税事務所長　　

区　分 元 ・ 特 ・ 販 ・ 製

個人番号又は
法　人　番　号

（右詰で記載）

フ　リ　ガ　ナ

氏　 　　　　名
又　は　名　称

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

（電話 ）

下記のとおり地方税法
第144条の３４第１項
第144条の３４第3項

の規定により届け出ます。

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

（電話 ）

開　　　始　　　年　　　月　　　日 廃　　　止　　　年　　　月　　　日

令和 年 月 日 令和 年 月 日

　　　　　　　　　　　　　休　　　　　止　　　　　　期　　　　　間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

上記の事務所又は事業所の営業区域

その他参考となるべき事項

異 動 年 月 日 令和 年 月 日

第
十
六
号
の
三
十
五
様
式

（
控
用

）

※
処
理
事
項

元売業者、特約業
者、石油製品販売
業者又は軽油製造
業者等 法人にあっては

代表者の氏名

住　　　    　所
又 は 所 在 地

事
務
所
又
は
事
業
所

名　　　　　称

所　 在　 地

事 業 の 開 始 、
廃 止 又 は 休 止
の 年 月 日 等

事 業 の 廃 止 又
は 休 止 の 理 由



①この届出書の提出が必要な場合

【該当事例】
●　給油所を新たに開始する場合（開始）
●　給油所を閉鎖する場合（廃止）
●　給油所を一時的に閉鎖する場合（休止）

●　既に提出している届出の内容に異動が生じた場合
　　（商号や所在地の変更など）

②提出時の添付書類（法人の場合のみ）

次のいずれかに該当する場合、履歴事項全部証明書（写し可）の添付をお願いいたします。
○　初めて給油所を開設する場合。
○　代表者、所在地、商号等が変更になった場合。

③提出時のチェック表

□　該当者は履歴事項全部証明書（写し可）の用意があるか。

【提出先】
　　窓口にてご提出の場合　→　総合県税事務所課税第二課または総合県税事務所各支所
　　郵送にてご提出の場合　→　総合県税事務所課税第二課あて

　　（　〒０１０－０９５１　　秋田市山王四丁目1番2号　）

（お問い合わせ先）
秋田県総合県税事務所　課税第二課　

電話 ０１８－８６０－３３４１
FAX ０１８－８６０－３３３３

「事業の開廃等の届出書」記入の手引き

 地方税法第144条の34第1項、同法施行規則第8条の45第1項
        →　開始、廃止、休止する日の５日前までに提出

 地方税法第144条の34第3項、同法施行規則第8条の45第3項
　　　 →　遅滞なく提出



　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　の　開　廃　等　の　届　出　書

事業者コード 事務所コード 処理区分 予　　　　備 整理番号

2019年5月1日
異動年月日

　（あて先）
　 秋田県総合県税事務所長　　

区　分 元 ・ 特 ・ 販 ・ 製

個人番号又は
法　人　番　号 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 （右詰で記載）

フ　リ　ガ　ナ カブシキガイシャ　アキタ○×セキユ

氏　 　　　　名
又　は　名　称 株式会社　秋田○×石油

フ　リ　ガ　ナ ダイヒョウトリシマリヤク　ケンゼイタロウ

フ　リ　ガ　ナ アキタケンアキタシ○×

秋田県秋田市○×１－２－３

（電話 ＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊ ）

下記のとおり地方税法
第144条の３４第１項
第144条の３４第3項

の規定により届け出ます。

フ　リ　ガ　ナ △□キュウユショ

フ　リ　ガ　ナ アキタケンアキタシ△□

秋田県秋田市△□４－５－６

（電話 ＊＊＊－＊＊＊－※※※※ ）

開　　　始　　　年　　　月　　　日 廃　　　止　　　年　　　月　　　日

令和 0 1 年 0 5 月 0 1 日 令和 年 月 日

　　　　　　　　　　　　　休　　　　　止　　　　　　期　　　　　間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

上記の事務所又は事業所の営業区域

（Ex.) 秋田県

その他参考となるべき事項

異 動 年 月 日 令和 0 1 年 0 5 月 0 1 日

第
十
六
号
の
三
十
五
様
式

（
提
出
用

）

給油所開始
※
処
理
事
項

元売業者、特約業
者、石油製品販売
業者又は軽油製造
業者等 法人にあっては

代表者の氏名 代表取締役　県税　太郎

住　　　    　所
又 は 所 在 地

事
務
所
又
は
事
業
所

名　　　　　称 △□給油所

所　 在　 地

事 業 の 開 始 、
廃 止 又 は 休 止
の 年 月 日 等

事 業 の 廃 止 又
は 休 止 の 理 由

△□給油所　新規開設　等

区分に○をする

～第１項に○をする

本社（本店）の概要

開始給油所の概要

開始年月日を記入

開始給油所の営業区域（道府県）

左記のように記入
開始年月日を記入



　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　の　開　廃　等　の　届　出　書

事業者コード 事務所コード 処理区分 予　　　　備 整理番号

2019年5月1日
異動年月日

　（あて先）
　 秋田県総合県税事務所長　　

区　分 元 ・ 特 ・ 販 ・ 製

個人番号又は
法　人　番　号 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 （右詰で記載）

フ　リ　ガ　ナ カブシキガイシャ　アキタ○×セキユ

氏　 　　　　名
又　は　名　称 株式会社　秋田○×石油

フ　リ　ガ　ナ ダイヒョウトリシマリヤク　ケンゼイタロウ

フ　リ　ガ　ナ アキタケンアキタシ○×

秋田県秋田市○×１－２－３

（電話 ＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊ ）

下記のとおり地方税法
第144条の３４第１項
第144条の３４第3項

の規定により届け出ます。

フ　リ　ガ　ナ △□キュウユショ

フ　リ　ガ　ナ アキタケンアキタシ△□

秋田県秋田市△□４－５－６

（電話 ＊＊＊－＊＊＊－※※※※ ）

開　　　始　　　年　　　月　　　日 廃　　　止　　　年　　　月　　　日

令和 　 　 年 　 　 月 　 　 日 令和 0 1 年 0 5 月 0 1 日

　　　　　　　　　　　　　休　　　　　止　　　　　　期　　　　　間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

上記の事務所又は事業所の営業区域

(Ex.) 秋田県

その他参考となるべき事項

異 動 年 月 日 令和 0 1 年 0 5 月 0 1 日

第
十
六
号
の
三
十
五
様
式

（
提
出
用

）

給油所廃止
※
処
理
事
項

元売業者、特約業
者、石油製品販売
業者又は軽油製造
業者等 法人にあっては

代表者の氏名 代表取締役　県税　太郎

住　　　    　所
又 は 所 在 地

事
務
所
又
は
事
業
所

名　　　　　称 △□給油所

所　 在　 地

事 業 の 開 始 、
廃 止 又 は 休 止
の 年 月 日 等

（Ex.）施設老朽化による。事 業 の 廃 止 又
は 休 止 の 理 由

△□給油所　廃止　等

区分に○をする

～第１項に○をする

本社（本店）の概要

廃止給油所の概要

廃止年月日を記入

廃止給油所の営業区域（道府県）

左記のように記入
廃止年月日を記入

廃止の理由を簡潔に記入



　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　の　開　廃　等　の　届　出　書

事業者コード 事務所コード 処理区分 予　　　　備 整理番号

2019年5月1日
異動年月日

　（あて先）
　 秋田県総合県税事務所長　　

区　分 元 ・ 特 ・ 販 ・ 製

個人番号又は
法　人　番　号 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 （右詰で記載）

フ　リ　ガ　ナ カブシキガイシャ　アキタ○×セキユ

氏　 　　　　名
又　は　名　称 株式会社　秋田○×石油

フ　リ　ガ　ナ ダイヒョウトリシマリヤク　ケンゼイタロウ

フ　リ　ガ　ナ アキタケンアキタシ○×

秋田県秋田市○×１－２－３

（電話 ＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊ ）

下記のとおり地方税法
第144条の３４第１項
第144条の３４第3項

の規定により届け出ます。

フ　リ　ガ　ナ △□キュウユショ

フ　リ　ガ　ナ アキタケンアキタシ△□

秋田県秋田市△□４－５－６

（電話 ＊＊＊－＊＊＊－※※※※ ）

開　　　始　　　年　　　月　　　日 廃　　　止　　　年　　　月　　　日

令和 　 　 年 　 　 月 　 　 日 令和 　 　 年 　 　 月 　 　 日

　　　　　　　　　　　　　休　　　　　止　　　　　　期　　　　　間

令和 0 1 年 0 5 月 0 1 日から令和 0 1 年 0 8 月 3 1 日まで

上記の事務所又は事業所の営業区域

(Ex.) 秋田県

その他参考となるべき事項

異 動 年 月 日 令和 0 1 年 0 5 月 0 1 日

第
十
六
号
の
三
十
五
様
式

（
提
出
用

）

給油所休止
※
処
理
事
項

元売業者、特約業
者、石油製品販売
業者又は軽油製造
業者等 法人にあっては

代表者の氏名 代表取締役　県税　太郎

住　　　    　所
又 は 所 在 地

事
務
所
又
は
事
業
所

名　　　　　称 △□給油所

所　 在　 地

事 業 の 開 始 、
廃 止 又 は 休 止
の 年 月 日 等

（Ex.）店舗改装による。事 業 の 廃 止 又
は 休 止 の 理 由

△□給油所　休止　等

区分に○をする

～第１項に○をする

本社（本店）の概要

休止給油所の概要

休止期間を記入（１ヶ月以内であれば届出不

休止給油所の営業区域（道府県）

左記のように記入
休止年月日を記入

休止の理由を簡潔に記入



　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　の　開　廃　等　の　届　出　書

事業者コード 事務所コード 処理区分 予　　　　備 整理番号

2019年5月1日
異動年月日

　（あて先）
　 秋田県総合県税事務所長　　

区　分 元 ・ 特 ・ 販 ・ 製

個人番号又は
法　人　番　号 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 （右詰で記載）

フ　リ　ガ　ナ カブシキガイシャ　アキタ○×セキユ

氏　 　　　　名
又　は　名　称 株式会社　秋田○×石油

フ　リ　ガ　ナ ダイヒョウトリシマリヤク　ケンゼイタロウ

フ　リ　ガ　ナ アキタケンアキタシ○×

秋田県秋田市○×１－２－３

（電話 ＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊ ）

下記のとおり地方税法
第144条の３４第１項
第144条の３４第3項

の規定により届け出ます。

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

（電話 ）

開　　　始　　　年　　　月　　　日 廃　　　止　　　年　　　月　　　日

令和 　　 　 年 　 　 月 　 　 日 令和 年 月 日

　　　　　　　　　　　　　休　　　　　止　　　　　　期　　　　　間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

上記の事務所又は事業所の営業区域

その他参考となるべき事項

異 動 年 月 日 令和 0 1 年 0 5 月 0 1 日

第
十
六
号
の
三
十
五
様
式

（
提
出
用

）

届出内容変更
（代表者変更の例）

※
処
理
事
項

元売業者、特約業
者、石油製品販売
業者又は軽油製造
業者等 法人にあっては

代表者の氏名 代表取締役　県税　太郎

住　　　    　所
又 は 所 在 地

事
務
所
又
は
事
業
所

名　　　　　称

所　 在　 地

事 業 の 開 始 、
廃 止 又 は 休 止
の 年 月 日 等

事 業 の 廃 止 又
は 休 止 の 理 由

旧代表取締役：　県税　花子　
現代表取締役：　県税　太郎

区分に○をする

～第３項に○をする

変更後の本社（本店）
の概要（商号、所在地

左記のように、変更前と変更後の内容を記

変更年月日を記入


